
□
10
パ
ー
セ
ン
ト
に
統
一

市
・
県
民
税
の
税
率
が
十
％（
市

民
税
六
％
、
県
民
税
四
％
）
に
統

一
さ
れ
ま
す
。

こ
れ
ま
で
市
民
税
所
得
割
の
税

率
は
三
段
階
、
県
民
税
は
二
段
階

で
し
た
。
来
年
度
か
ら
は
所
得
に

か
か
わ
ら
ず
一
律
十
％
に
統
一（
図

２
の
と
お
り
）。
高
額
所
得
者
が
多

い
地
域
に
税
収
が
集
中
す
る
こ
と

な
く
、
税
源
移
譲
が
可
能
に
な
り

ま
す
。

□
負
担
は
こ
れ
ま
で
と
同
じ

今
回
の
税
率
変
更
で
市
・
県
民

税
と
所
得
税
の
合
計
の
税
負
担
は

変
わ
り
ま
せ
ん
。

市
・
県
民
税
の
税
率
変
更
に
伴

い
、
国
に
納
め
る
所
得
税
の
税
率

も
変
わ
り
ま
す
。
市
・
県
民
税
は

こ
れ
ま
で
最
低
税
率
五
％
、
最
高

税
率
十
三
％
だ
っ
た
の
が
一
律
十

％
に
な
り
ま
す
が
、
所
得
税
は
最

低
税
率
が
十
％
か
ら
五
％
に
引
き

下
げ
ら
れ
、
最
高
税
率
が
三
十
七

％
か
ら
四
十
％
に
引
き
上
げ
ら
れ

ま
す
（
表
１
の
と
お
り
）。

市
・
県
民
税
は
、
扶
養
控
除
や

配
偶
者
控
除
な
ど
の
人
的
控
除
の

額
が
所
得
税
よ
り
も
低
い
た
め
、

課
税
所
得
が
所
得
税
よ
り
高
く
な

り
ま
す
。
市
・
県
民
税
の
税
率
を

五
％
か
ら
十
％
に
引
き
上
げ
た
場

合
、
所
得
税
の
税
率
を
引
き
下
げ

た
だ
け
で
は
税
負
担
が
増
え
て
し

ま
い
ま
す
。
こ
の
た
め
、
納
税
者

の
人
的
控
除
の
適
用
状
況
に
応
じ

て
市
・
県
民
税
を
減
額
す
る
措
置

を
講
じ
ま
す
。

こ
の
よ
う
に
、
税
源
移
譲
の
前

後
で
市
・
県
民
税
と
所
得
税
を
合

わ
せ
た
納
税
者
の
負
担
が
変
わ
ら

な
い
よ
う
に
考
慮
さ
れ
て
い
ま
す

（
表
２
の
と
お
り
）。

な
お
、
所
得
税
は
来
年
分
か
ら

の
適
用
で
源
泉
徴
収
は
来
年
一
月

分
の
給
与
か
ら
対
象
で
す
。

税
率
変
更
と
時
期
を
合
わ
せ
て

定
率
減
税
が
廃
止
さ
れ
る
た
め
、

税
負
担
が
増
え
ま
す
。

市
・
県
民
税
で
は
、
本
年
度
ま

で
個
人
の
所
得
割
額
に
対
し
、
一

定
の
減
税
（
本
年
度
は
所
得
割
額

の
七
・
五
％
、
最
高
二
万
円
）
が

行
わ
れ
て
い
ま
し
た
。
来
年
度
か

ら
こ
れ
が
廃
止
に
な
り
、
所
得
税

に
つ
い
て
も
、
来
年
分
か
ら
定
率

減
税
が
廃
止
さ
れ
ま
す
。

３ 市役所の住所は〒371-8601 前橋市大手町二丁目12-1です

来年度から税率が変更

税源移譲でまちづくりに税源移譲でまちづくりに

減
税
な
く
な
り

負
担
が
増
加

市・県民税

課税所得金額 所得税 市民税 県民税

200万円以下

330万円以下

700万円以下

900万円以下

1,800万円以下

1,800万円超

10％

20％

30％

37％

３％

８％

10％ ３％

２％

課税所得金額 所得税 市民税 県民税

195万円以下

330万円以下

695万円以下

900万円以下

1,800万円以下

1,800万円超

５％

10％

20％

23％

33％

40％

６％ ４％

移譲前

図２

給与収入 所得税額 市・県民税額 合計区分

300万円

※子のうち１人が特定扶養親族に該当するものとして計算。
※定率減税の廃止の影響は考慮していません。
※モデルＢは社会保険料控除は考慮していません。

移譲前 ０円 １万3,000円
移譲後 ０円 １万3,000円

１万3,000円

500万円
移譲前 11万9,000円 ８万円
移譲後 ５万9,500円 13万9,500円

19万9,000円

700万円
移譲前 26万3,000円 20万円
移譲後 16万5,500円 29万7,500円

46万3,000円

1,000万円
移譲前 68万8,000円 44万6,000円
移譲後 59万500円 54万3,500円

113万4,000円

モデルＡ：夫婦と子ども２人の場合（給与収入）

表２　所得税と市・県民税の負担モデル

表１　税率の変更

移譲後

年金収入 所得税額 市・県民税額 合計区分

180万円
移譲前 ２万2,000円 １万7,500円
移譲後 １万1,000円 ２万8,500円

３万9,500円

200万円
移譲前 ４万2,000円 ２万7,500円
移譲後 ２万1,000円 ４万8,500円

６万9,500円

250万円
移譲前 ９万2,000円 ５万2,500円
移譲後 ４万6,000円 ９万8,500円

14万4,500円

300万円
移譲前 14万2,000円 ７万7,500円
移譲後 ７万1,000円 14万8,500円

21万9,500円

350万円
移譲前 18万7,000円 10万円
移譲後 ９万3,500円 19万3,500円

28万7,000円

モデルＢ：独身者（65歳以上）の場合（公的年金収入）

移譲前�

課税所得� 200万円�
以下�

200万円�
超�

700万円�
超�

一律�

移譲後�

現
在
、
本
市
な
ど
の
地
方
公
共

団
体
は
、
国
が
国
税
と
し
て
集
め

た
財
源
の
中
か
ら
国
庫
補
助
金
を

受
け
て
い
ま
す
。
こ
の
補
助
金
は
、

地
方
公
共
団
体
が
行
う
特
定
の
事

業
に
対
し
て
支
給
さ
れ
る
も
の
で
、

用
途
に
制
限
が
あ
り
ま
す
。
来
年

度
か
ら
、
税
率
を
変
更
す
る
こ
と

で
国
か
ら
地
方
へ
税
源
移
譲
が
行

わ
れ
、
地
方
公
共
団
体
が
国
か
ら

の
補
助
金
に
頼
ら
ず
、
自
主
的
に

税
源
を
確
保
で
き
る
よ
う
に
な
り

ま
す
（
図
１
の
と
お
り
）。

こ
れ
に
よ
っ
て
、
地
方
公
共
団

体
の
自
立
性
が
高
ま
り
、
さ
ら
に

地
域
の
実
情
に
合
っ
た
行
政
サ
ー

ビ
ス
が
可
能
と
な
り
ま
す
。
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来
年
度
か
ら
市
・
県
民
税
の
仕
組
み
が
大
き
く
変
わ

り
ま
す
。
税
率
の
変
更
と
定
率
減
税
の
廃
止
が
主
な
変

更
点
。
国
へ
納
め
る
所
得
税
と
市
・
県
民
税
の
割
合
を

変
え
る
こ
と
で
、
地
方
の
財
源
を
確
保
し
、
特
徴
あ
る

ま
ち
づ
く
り
を
進
め
る
こ
と
が
目
的
で
す
。

問
い
合
わ
せ
は
市
民
税
課
蕁
８
９
０
―
６
２
０
３
へ
。

行政サービス�

図１�

所得税�
３兆円減�

住民税 ３兆円増�

国庫補助金�

住民�

地方�

国�

そうね。�
納める金額は�
変わらないんだけど�
国へ納めるものと�
市や県へ納めるものの�
割合が変わるのよ。�
それから減税が�
なくなる�
みたいね。�

なんだ。�
じゃあ僕たちの生活は�
あんまり変わらないんだ。�

お母さん。�
学校で友達が税金が�
変わるって言ってたよ。�
どうなるのかなぁ。�

そんなことないのよ。�
市や県へ納める割合が�
高くなるからわたした�
ちの生活に密着したま�
ちづくりができるのよ。�
住みやすいまちになるわ。�

早わかりイラスト

独自性生かして独自性生かして
定率減税は廃止に

国
か
ら
地
方
へ

割
合
を
変
更


